
4広報なかつがわ 2010. 2 月

提出された（４項目）調査報告書の概要
　報告された４項目は、①輸送需要量に対応する供給輸送力等に関する事項、②施設及び車両の技術
の開発に関する事項、③建設に要する費用に関する事項、④その他必要な事項であり、これらのデー
タは、地形・地質調査（平成20年10月報告）で設定された調査範囲に対応する３つのルート（木曽谷、
伊那谷、南アルプス）それぞれについて、走行方式（超電導リニア、在来型新幹線）ごとに算出され
ています。
　また、駅については、沿線９都府県に１駅ずつ設置することが前提とされ、地域との調整について
は、調査指示（平成20年12月）の直後から、沿線の都府県への説明等を約１年間かけて進めたとし、
報告書には「地域の主な意見」として記載されています。

木曽谷ルート 伊那谷ルート 南アルプスルート
路線の長さ 334km 346km 286km
所要時分（速達列車） 46分 47分 40分
輸送需要量（平成37年） 156億人㌔/年 153億人㌔/年 167億人㌔/年
建設費（工事費+車両費） 59,600億円 60,700億円 54,300億円
維持運営費（年間） 1,770億円 1,810億円 1,620億円

設備更新費
（50年累計） 34,700億円 35,600億円 30,500億円
（１年あたり） 690億円 710億円 610億円

東京都・名古屋市付近間のデータ（超電導リニア方式、一部抜粋）

※消費税を除いたデータである

調査報告書の詳細は、JR東海ホームページ（http://jr-central.co.jp/）をご覧ください。
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縮
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れ
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。
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※
１
全
国
新
幹
線
鉄
道
整
備
法
に
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独
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史
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観
光
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を
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し
ま
す
。


